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       選択的夫婦別姓の導入など、 

一日も早い民法改正を求める請願 
 

【請願趣旨】 

現行の民法では夫婦別姓での婚姻が認められないため、望まぬ改姓、事実婚、通称使

用などによる不利益・不都合を強いられています。婚姻の際、実際には 96％が夫の姓に

なっているのは間接的な女性差別であり、夫婦同姓の強制は、両性の平等と基本的人権

を掲げた憲法に反します。別姓を望む人に、その選択を認める選択的夫婦別姓制度の導

入を求める声は、ますます切実です。女性のみに適用される再婚禁止期間の廃止も、緊

急の課題です。 

国連女性差別撤廃委員会をはじめとする国連や国際機関も日本政府に対し、民法の差

別的規定の廃止を繰り返し勧告しています。法制審議会は 1996 年に選択的夫婦別姓の

導入などを含む 民法改正要綱を答申していますが、20 数年間たなざらしのままです。 

2015 年 12 月、最高裁判所は「夫婦同姓の強制は合憲」という不当な判断を示しまし

たが、2016 年 3 月、女性差別撤廃委員会は、最高裁判断にかかわらず、現行民法の規定

は差別的であるとして、あらためて早急な是正を勧告しています。最高裁判断後も、別

姓制度を求め男性が提訴、地方議会に対し陳情や請願を行う市民の運動も広がり始め、

世論調査でも賛成が反対を上回っています。最高裁は、制度のあり方については国民の

判断、国会に委ねるべきだと強調しており、一日も早い国会の対応が求められます。 

以下の項目を請願します。

【請願項目】  

１、選択的夫婦別姓の導入など、ただちに民法を改正すること 
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・この個人情報は国会請願以外使用しません。 

・名前、住所は一人ひとり明記してください。 

 


